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1.15年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成15年 4月 1日 平 成15年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期       17,101    34.1       1,594   138.4       1,270   262.0
14年 9月中間期       12,749     7.7         668   689.8         350－

15年 3月期       26,683－        1,515－          795－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

15年 9月中間期          954   224.4          32.43－
14年 9月中間期          294－           9.94－

15年 3月期          401－          13.63－

(注 )1.持分法投資損益 15年 9月中間期 △6百万円 14年 9月中間期           14百万円
15年 3月期           11百万円

2.期中平均株式数(連結) 15年 9月中間期     29,435,506株 14年 9月中間期     29,597,783株
15年 3月期     29,430,443株

3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期       39,191       4,263     10.9         144.81
14年 9月中間期       40,035       2,838      7.1          95.88

15年 3月期       38,206       3,012      7.9         102.39
(注 )期末発行済株式数(連結) 15年 9月中間期     29,445,266株 14年 9月中間期     29,595,502株

15年 3月期     29,425,595株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
15年 9月中間期        2,523        △965       △1,521        1,158
14年 9月中間期          954        △232         △774        1,449

15年 3月期        3,964      △1,229       △3,123        1,112

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    3     0     3

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    1     1     0     0

2.16年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成15年 4月 1日 平 成16年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期       32,500       1,980       1,470

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          49円92銭

業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の
業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。



企業集団の状況

       当社の企業集団は、当社、子会社６社及び関連会社３社、計10社で構成され、自動車、建設機

     械並びに産業車輌・機械業界等を需要先とした鋳造品及び機械加工・組立品の製造、仕入、販

     売を主な事業としております。

     　また、当社は、当社を関連会社としているいすゞ自動車㈱の企業集団の一員として、当社製品の

     約77.7％を同社に販売しております。

　　　当社の企業集団の事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおり　

　　 であります。

　　　なお、前連会計年度まで非連結子会社であった㈱三栄製作所は重要性が増したことにより、当

　　中間連結会計期間において連結の範囲に含めております。

　　　また、前連結会計年度において連結子会社であった㈲ジック三協は、営業譲渡により会社として

　　の実態がなくなり重要性が低下したため、当中間連結会計期末において連結の範囲から除外して

　　おります。

（１）自動車用等関連部品製造事業

①鋳造品 ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄品 当社が製造販売するほか、一部を国内メーカーからは直接、又
は商社を通じて、海外メーカーからは商社を通じて仕入れて販
売しております。

普通鋳鉄品 当社が製造販売するほか、連結子会社㈱ｼﾞｯｸﾏﾃﾘｱﾙ及び東北
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 三和金属㈱が製造しており、当社が仕入れて販売しております。

鋳鋼品 当社が製造販売しております。

アルミ鋳造品　 当社が製造販売しております。

　鋳造品の製造工程の一部については子会社㈱ｼﾞｯｸｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ､連結子会社㈱三栄製作所に委託して
おり、原材料の一部を持分法適用関連会社㈱富士商会、東邦酸素工業㈱、㈱いすゞテクノサンドから仕入
れております。また、鋳造用模型については、一部を子会社㈱ｼﾞｯｸﾊﾟﾀｰﾝから仕入れております。

②機械加工・組立品 当社が製造販売しております。
また、組立用部品の一部をいすゞ自動車㈱から仕入れ、加工
組立後の製品を同社に販売しております。

　上記製品の輸送については、その一部を子会社㈲ｼﾞｯｸ三協が行っております。

（２）フラタリーサンド加工事業　　　
当社が豪州産のフラタリーサンドを商社から仕入れて加工・販売
しており、その一部を当社の鋳造用原料として使用しております。

－ 連結 1 －



事業系統図は次の通りであります。

自動車用等関連部品製造事業 ﾌﾗﾀﾘ-ｻﾝﾄﾞ加工事業

得 意 先 得    意    先

 そ   の   他 いすゞ自動車 ㈱ (当社が関連会社)  そ   の   他

輸送部門

  非連結子会社
    組立用部品

    ㈲ ｼﾞｯｸ三協

 製品・仕入製品  製品・仕入製品

当 社
鋳 造 品

　 機械加工 　ﾌﾗﾀﾘｰ

 ダクタイル鋳鉄品  普通鋳鉄品 　ｱﾙﾐ鋳造品  　・組立品 　ｻﾝﾄﾞ

　 原材料

仕入製品

     鋳仕上 ・  中子等   

 連結子会社 　　 持分法適用関連会社  連結子会社   連結子会社

  ㈱三栄製作所   ㈱ 富士商会   東北三和金属㈱    ㈱ ｼﾞｯｸﾏﾃﾘｱﾙ

  東邦酸素工業㈱

鋳造用模型 原材料

 非連結子会社  非連結子会社 持分法適用関連会社

 工具類修繕等  ㈱ｼﾞｯｸｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ   ㈱ｼﾞｯｸﾊﾟﾀｰﾝ  ㈱いすゞﾃｸﾉｻﾝﾄﾞ

 鋳鋼品
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経営方針

１．経営の基本方針

  当社グループは、「よい鋳物で社会に奉仕」を企業理念として、長年のノウハウの蓄積と顧客

から得た多大の信頼により、安定した経営基盤を築きながら社会に貢献してまいりました。

　近年は生産拠点の統合、設備の更新を行い、素材のみならず機械加工・組立までの一貫生

産に注力し、自動車をはじめ、建設機械などの諸分野の市場のニーズに積極的に応えており

ます。

　また、更なる「顧客満足度向上」を目指し、新素材・新工法の先端技術の研究開発により、

顧客のニーズを先取りした開発提案型企業として営業活動に努めております。

２．利益配分に関する基本方針

　利益配分につきましては、株主への利益還元として１株当たり５円以上の安定配当維持を

目標とし、財務体質の強化や将来の成果に結びつく設備投資・研究開発投資などへの内部

留保を含め、中・長期的な観点から総合的に判断して行うこととしております。

３．中長期的な会社の経営戦略

　当社グループは、厳しく変化の激しい経営環境の中で、競争力のある企業として生き残り、

発展していくために、向こう３年間に亘って進むべき経営の方針を示した「中期経営計画」を

新たに策定し、経営基盤の強化に取り組んでおります。　この中期経営計画では「中期的に

安定した一定水準以上の利益を得る」ことを経営課題とし、下記の経営戦略を骨子として、

工場及び各部門は、その目標達成のための具体的な実行計画を立て、強力に推進してまい

ります。

　①研究開発力を強化し、トラック市場、建機・産業機械部品市場でのシェアを圧倒的なもの

　　　とする。

　②競合他社以上の品質、納期、コストを早期に実現する。

　③不採算事業に対する迅速な意思決定。

　④技術の伝承と人材の育成。

　⑤業務のスピードアップ。

　⑥財務体質の改善。

４．関連当事者との関係に関する基本方針

　当社はいすゞ自動車株式会社の持分法適用会社であり、主に鋳造部品の技術面、生産面

等の分野において、同社との交流を通じ相乗効果をはかってまいります。

５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況

　当社グループﾟは、法的機関である株主総会、取締役会、監査役会による経営監視を行う

一方、業務の展開にあたっては都度顧問弁護士に法的アドバイスを受けること等により、経営

の公正さを維持し、法令遵守に努めております。

　また、投資家や株主の皆さまに対して経営の透明性を高めるため、今後はさらに積極的な

情報開示を行うとともに、ホームページを活用したタイムリーなＩＲ活動に努めてまいります。
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１． 当中間連結会計期間の業績の概況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、アジアを中心とした海外需要が低調な国

内需要を補う形で、企業の生産活動や設備投資には改善が見られましたが、依然として個

人消費に伸びが見られず、景気は底離れ傾向にありましたものの浮揚力が弱く、本格的な

回復には至りませんでした。

　このような経済情勢ではありましたが、当社グループの主な得意先である自動車業界は平

成１５年１０月から施行される新短期排ガス規制の先取りと、自動車NOx・PM法および東京

都をはじめとする地方自治体によるディーゼル車の排ガス規制にともなう駆け込み需要によ

り国内需要は好調に推移し、海外需要も中国オリンピック特需を受け、大幅に受注量が増

加いたしました。建設機械業界も国内需要に持ち直しの動きがあり、輸出は中国向の建設

需要の増加で活況を呈しました。

　こうした環境の中、当社グループは大型アクスル部品の加工事業拡大や開発した高減衰

新材料を車輌の軽量化に結びつけて新規受注するなど、付加価値の高い商品を中心とし

た積極的な営業活動と新規商談の獲得に努めてまいりました。

　この結果、当中間連結会計期間の受注高は１９７億３３百万円（前年同期１３５億３３百万円

の４５.８％増）、売上高におきましては１７１億１百万円（前年同期１２７億４９百万円の３４.１％

増）、となりました。

　一方、損益面におきましては受注増により稼働率が上昇したことや、全社的に収益構造

の改革に取り組んだ結果１２億７０百万円の経常利益（前年同期３億５０百万円の２６２.０％

増）を計上することができました。

　これに、ジック三協の営業権譲渡益３０百万円を特別利益へ、鋳造用模型資産の評価損

など４億３９百万円を特別損失へ計上し、税金を控除して、法人税等調整額を加味した結

果、中間純利益は９億５４百万円（前年同期２億９４百万円の２２４.４％増）となりました。

２．財政状態

　当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）

は、期首残高に比べ４６百万円増加し、１１億５８百万円となりましたが、各キャッシュ・フロー

の状況とそれらの要因についての概要は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動においては、税金等調整前中間純利益がトラックの排ガス規制に伴う需要増に

より前年同期に比べ６億１５百万円増加して８億６１百万円となり、また生産増による仕入債

務の増加などもあって、営業活動の結果得られた資金は２５億２３百万円（前中間連結会計

期間9億５４百万円）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動においては、有形固定資産の取得による支出１０億１百万円があり、投資活動の

結果減少した資金は９億６５百万円（前中間連結会計期間２億３２百万円）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動においては、長期借入金として１４億５０百万円を調達致しましたが、長期借入金

の約定弁済２５億４５百万円及び短期借入金の純減額４億２５百万円の支出があり、財務活動

の結果減少した資金は１５億２１百万円（前中間連結会計期間７億７４百万円）となりました。

 経営成績及び財政状況
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　なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

自己資本比率（％）

時価ベースの自己資本比率（％）

債務償却年数（年）

インタレスト・カバレッジ・レシオ

※　自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償却年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により計算しております。

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

　　を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を

　　支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・

　　フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

3． 通期の見通し

　今後の見通しといたしましては、米国経済が回復基調にあり、国内の株式相場も上昇が

続いていますが、急激な円高の進行や金利の上昇などの懸念材料もあり、先行きは予断を

許さない状況が続くものと思われます。

　当社グループは、このような状況を踏まえ、顧客満足度向上につなげる諸営業活動で受

注拡大をはかるとともに、高付加価値商品の拡販やさらなる収益構造の改革に取り組み、

かかる厳しい状況に対処していく所存であります。

　通期の見通しといたしましては、連結売上高３２５億円、経常利益１９億８０百万円、当期

純利益１４億７０百万円を予想しております。

中間期 中間期
平成１５年３月期

平成１４年９月 平成１５年９月

7.1 7.9 10.9

4.1 4.9 17.1

13.1 5.7 4.2

3.0 6.1 8.1
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　１．中 間 連 結 貸 借 対 照 表 （その１）

(単位：千円）

資　産　の　部

(15.9.30) (15.3.31) (14.9.30)

資　産　の　部 39,191,029 38,206,772 984,256 40,035,266

 流　動　資　産 10,689,543 9,084,632 1,604,910 9,792,844

現 金 及 び 預 金 1,262,996 1,223,056 39,939 1,560,233

受取手形及び売掛金 6,959,321 5,096,541 1,862,780 5,349,465

棚 卸 資 産 1,494,311 1,471,197 23,113 1,511,744

前 払 費 用 139,436 112,047 27,389 145,660

未 収 入 金 437,259 484,981 △ 47,722 405,365

繰 延 税 金 資 産 80,935 69,942 10,992 68,309

そ の 他 318,888 630,649 △ 311,760 755,932

貸 倒 引 当 金 △ 3,605 △ 3,782 177 △ 3,866

 固　定　資　産 28,501,485 29,122,139 △ 620,654 30,183,037

  有形固定資産 26,379,093 27,405,802 △ 1,026,709 28,184,773

建 物 及 び 構 築 物 8,421,105 8,635,252 △ 214,147 8,693,071

機械装置及び運搬具 10,464,150 11,326,069 △ 861,919 12,068,069

土 地 6,905,038 6,899,878 5,160 6,894,648

建 設 仮 勘 定 172,225 119,087 53,138 99,818

そ の 他 416,573 425,513 △ 8,940 429,166

  無形固定資産 529,376 599,654 △ 70,278 670,003

  投資その他の資産 1,593,015 1,116,682 476,333 1,328,261

投 資 有 価 証 券 1,242,096 744,734 497,362 942,932

繰 延 税 金 資 産 - 4,433 △ 4,433 5,315

そ の 他 406,513 423,108 △ 16,594 433,957

貸 倒 引 当 金 △ 55,593 △ 55,593 - △ 53,943

 繰　延　資　産 － － － 59,384

試 験 研 究 費 － － － 59,384

合　　計 39,191,029 38,206,772 984,256 40,035,266

前中間連結会計期間末当中間連結会計期間末
科   目 増　減

前連結会計年度
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　中 間 連 結 貸 借 対 照 表 （その２）

(単位：千円）

負 債、少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 合 計

(15.9.30) (15.3.31) (14.9.30)

負　債　の　部 34,927,146 35,193,863 △ 266,717 37,197,253

 流　動　負　債 18,946,407 18,387,272 559,135 18,642,388

支払手形及び買掛金 5,338,074 3,990,912 1,347,161 3,729,555

短 期 借 入 金 11,968,714 12,542,650 △ 573,936 13,029,831

未 払 法 人 税 等 98,455 14,888 83,567 5,229

未 払 消 費 税 等 182,709 151,867 30,842 153,917

未 払 費 用 1,024,287 904,809 119,477 865,858

設 備 関 係 支 払 手 形 及 び
設 備 関 係 未 払 金

223,301 687,234 △ 463,933 309,683

そ の 他 110,865 94,908 15,956 548,313

 固  定  負  債 15,980,739 16,806,591 △ 825,852 18,554,864

長 期 借 入 金 9,576,291 10,521,431 △ 945,140 12,383,223

退 職 給 付 引 当 金 4,727,796 4,583,680 144,115 4,429,890

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 85,620 110,400 △ 24,780 93,700

繰 延 税 金 負 債 80,935 69,263 11,672 67,590

再評価に係る繰延税金負債 1,398,921 1,398,921 － 1,444,066

そ の 他 111,175 122,896 △ 11,720 136,394

      少 数 株 主 持 分 － － － －

資  本  の  部 4,263,882 3,012,908 1,250,973 2,838,013

  資      本      金 1,480,000 1,480,000 － 1,480,000

  資  本  剰　余  金 29,169 24,153 5,016 24,153

  利  益  剰　余  金 350,105 △ 598,995 949,100 △ 705,937

  土地再評価差額金 2,060,500 2,060,500 － 2,015,355

　その他有価証券評価差額金 356,592 61,418 295,173 24,700

　自　 己 　株 　式 △ 12,486 △ 14,168 1,682 △ 258

合　　計 39,191,029 38,206,772 984,256 40,035,266

前中間連結会計期間末
科　　目

当中間連結会計期間末
増　減

前連結会計年度
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　２． 中 間 連 結 損 益 計 算 書

(単位：千円）

自 15. 4. 1 自 14. 4. 1 自 14. 4. 1
至 15. 9.30 至 14. 9.30 至 15. 3.31

17,101,984 12,749,843 4,352,140 26,683,947

14,265,893 10,977,878 3,288,015 22,822,717

2,836,090 1,771,965 1,064,125 3,861,230

1,241,735 1,103,285 138,449 2,345,371

1,594,355 668,679 925,675 1,515,858

51,941 94,659 △ 42,717 142,927

( う ち 受 取 利 息 ) （ 96 ） （ 758 ） （ △ 662 ） （ 822 ）

( う ち受取配当金 ) （ 3,993 ） （ 5,721 ） （ △ 1,728 ） （ 6,650 ）

375,703 412,369 △ 36,665 863,084

( う ち 支 払 利 息 ） （ 310,302 ） （ 303,418 ） （ 6,883 ） （ 624,354 ）

1,270,593 350,969 919,623 795,701

30,000 30,236 △ 236 35,135

439,002 134,953 304,049 491,062

861,590 246,252 615,337 339,774

102,206 5,679 96,527 15,338

△ 195,286 △ 53,731 △ 141,555 △ 76,809

954,670 294,304 660,366 401,246

前連結会計年度

特 別 損 失

増　減

売 上 高

売 上 原 価

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

営 業 外 収 益

経 常 利 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

科　　目

販売費及び一般管理費

売 上 総 利 益

営 業 利 益

税金等調整前中間(当期)純利益

法 人 税 等 調 整 額

法人税、住民税及び事業税

中 間 ( 当 期 ） 純 利 益
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　３． 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

　(単位：千円）

（資本剰余金の部）

24,153

資 本 準 備 金 期 首 残 高 24,153 24,153 24,153 24,153

自 己 株 式 処 分 差 益 5,016 5,016 － － － －

29,169 24,153 24,153

（利益剰余金の部）

△ 598,995

欠 損 金 期 首 残 高 △ 895,725 △ 895,725 △ 895,725 △ 895,725

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 954,670 294,304 401,246

連結子会社増加に伴 う増加高 13,293 967,963 － 294,304 － 401,246

連結子会社増加に伴 う減少高 － 5,330 5,330

連結子会社減少に伴 う減少高 18,862 － －

持分法適用会社減少に伴う減少高 － 18,862 99,185 104,515 99,185 104,515

350,105 △ 705,937 △ 598,995

前連結会計年度

自 14. 4. 1
至 15. 3.31

前中間連結会計期間

自 14. 4. 1
至 14. 9.30

利益剰余金中間期末 ( 期 末 ) 残高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

科　　目

資本剰余金中間期末 ( 期 末 ) 残高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

至 15. 9.30

当中間連結会計期間

資 本 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

自 15. 4. 1
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（単位：千円）

自 15. 4. 1 自 14. 4. 1 自 14. 4. 1
科　  目 至 15. 9.30 至 14. 9.30 至 15. 3.31

Ⅰ営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ
税金等調整前中間（当期）純利益 861,590 246,252 339,774
減価償却費 1,583,564 1,658,480 3,314,139
持分法による投資損益 6,694 △ 14,416 △ 11,116
貸倒引当金戻入額 － － △ 1,481
役員退職慰労引当金の増減額 △ 24,780 △ 19,500 △ 2,800
退職給付引当金の増減額 132,769 49,350 203,141
貸倒引当金の増減額 △ 177 319 235
受取利息及び受取配当金 △ 4,089 △ 6,479 △ 7,472
支払利息 310,302 303,418 624,354
有形固定資産売却損 6,280 － －
固定資産除却損 38,259 5,283 25,067
関係会社株式売却益 － △ 28,755 △ 33,654
投資有価証券評価損 － 128,324 372,112
会員権評価損 － 1,679 2,430
鋳造用模型資産評価損 369,758 － 91,452
営業権譲渡益 △ 30,000 － －
厚生年金基金脱退拠出金 20,000 － －
売上債権の増減額 △ 1,846,466 △ 668,045 △ 415,121
棚卸資産の増減額 △ 23,113 132,159 172,707
その他の流動資産の増減 △ 38,004 78,870 135,750
仕入債務の増減額 1,328,218 △ 425,968 △ 164,610
その他の流動負債の増減 164,095 △ 188,900 △ 44,393
その他 △ 6,211 12,464 1,965

（小計） 2,848,688 1,264,539 4,602,480

利息及び配当金の受取額 4,189 21,664 22,656
利息の支払額 △ 311,275 △ 319,812 △ 649,196
法人税等の支払額 △ 17,794 △ 11,522 △ 11,522

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,523,808 954,868 3,964,418
Ⅱ投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

定期預金の預入による支出 △ 100,001 △ 100,000 △ 100,000
定期預金の解約に伴う収入 111,000 － －
投資有価証券の売却による収入 － － 10,803
有形固定資産の取得による支出 △ 1,001,833 △ 211,607 △ 681,519
有形固定資産の売却による収入 17,401 929 －
有形固定資産の除却による支出 △ 3,707 － －
無形固定資産の取得による支出 － △ 50,000 △ 600,000
関係会社株式の取得による支出 △ 2,995 △ 2,998 △ 5,996
関係会社株式の売却による収入 － 23,305 23,305
出資金の出資による支出 － △ 10 －
その他の投資の解約による収入 － 109,207 117,085
その他投資の増加による支出 － △ 924 －
その他投資の増減 15,823 － －
その他の固定負債の増減 △ 1,385 － －
その他 － － 6,420

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 965,698 △ 232,097 △ 1,229,901
Ⅲ財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

短期借入金の純増減額 △ 425,200 △ 988,734 △ 1,381,034
長期借入れによる収入 1,450,000 2,750,000 3,340,000
長期借入金の返済による支出 △ 2,545,376 △ 2,535,827 △ 5,082,500
自己株式の取得による支出 △ 467 △ 172 △ 262

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,521,043 △ 774,734 △ 3,123,797
Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 372 246 387
Ⅴ現金及び現金同等物の増減額 36,693 △ 51,717 △ 388,893
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 1,112,056 1,486,919 1,486,919
Ⅶ新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 24,750 14,030 14,030
Ⅷ連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ 15,442 － －
Ⅸ現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 1,158,058 1,449,233 1,112,056

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

４．中間連結キャッシュ･フロー計算書
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(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

  １．連結の範囲に関する事項

　　（１）連結子会社　　　　　３社

株式会社　ジックマテリアル
東北三和金属株式会社
株式会社　三栄製作所

　　　　　前連結会計年度まで非連結子会社であった株式会社三栄製作所は、重要性が増したことにより

　　　　　当中間連結会計期間の期首において連結の範囲に含めております。

　　　　　なお、前連結会計年度において連結子会社であった有限会社ジック三協は営業譲渡により会社として

　　　　　の実態がなくなり重要性が低下したため、当中間連結会計期末において連結の範囲から除外しており

　　　　　ます。

　　（２）非連結子会社　　　 ３社

株式会社　ジックエンジニアリング
株式会社　ジックパターン
有限会社　ジック三協

　　（３）非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

上記非連結子会社３社は小規模会社であり、総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため連結範

囲から除外しております。

  ２．持分法の適用に関する事項

　　（１）持分法適用の関連会社数　　　３社

株式会社　富士商会
東邦酸素工業株式会社
株式会社　いすゞテクノサンド

　　（２）非連結子会社３社（㈱ｼﾞｯｸｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ他２社）は、それぞれ中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

　　　　 金（持分に見合う額）に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から

　　　　 除外しております。

　　（３）持分法の適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、各社の中間会計期間

　　　　 に係わる中間財務諸表を使用しております。

  ３.連結子会社の中間決算日等に関する事項

　　    連結子会社の中間決算日と中間連結決算日は一致しております。

  ４．会計処理基準に関する事項

　　（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

           １．有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式
　　　　　総平均法による原価法

②　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの---------- 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法

      （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

　　　　　時価のないもの---------- 総平均法による原価法

           ２．デリバティブ

時価法

           ３．棚卸資産

製品、仕掛品 主として総平均法による原価法

仕入製品 移動平均法による原価法

原材料、貯蔵品 主として総平均法による原価法
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 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産
　当　　   　社　　　　 本社・土浦工場・北茨城工場・磯原製造所 定額法

綾瀬工場・栃木製造所 定率法（但し工具は定額法）
　　

  連結子会社 ㈱ジックマテリアル 定額法
東北三和金属㈱ 定率法（但し工具は定額法）
㈲ジック三協 定率法
㈱三栄製作所 定率法

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

無形固定資産 定額法

なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

 （３）重要な引当金の計上基準
　　①貸倒引当金

中間期末現在有する債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　　②退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められている額を計上しております。

過去勤務債務は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０～１１年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（１０～１１年）による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　　③役員退職慰労引当金
役員退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規定に定める支給基準額を計上しております。

 （４）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

 （５）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 （６）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法  … 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについて特例処理の

条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段  …  金利スワップ、キャップ取引

   ヘッジ対象  …  借入金

③ ヘッジ方針　…　主に当社のリスク管理方針に基づき、金利変動リスクをヘッジしております。

④ 有効性評価の方法  … ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によ

って有効性を評価しております。ただし、特例処理によっている金利スワップ

については有効性の評価を省略しております。

 （７）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（中間連結貸借対照表についての注記事項）

当中間連結 前中間連結 前 連 結
会計期間末 会計期間末 会計年度末

１．有形固定資産の減価償却累計額 32,830,840 千円 30,050,252 千円 31,537,076 千円

２．保証債務残高 133,204 183,627 157,852

３．担保に供している資産 24,827,584 25,302,387 24,351,880

（中間連結損益計算書についての注記事項）

当中間連結 前中間連結 前 連 結
会計期間末 会計期間末 会計年度末

１．販管費の主なもの

製品発送費 350,445 千円 235,010 千円 500,232 千円

貸倒引当金繰入額 － 319 235

役員報酬 69,420 69,654 137,799

役員退職慰労引当金繰入額 18,580 14,146 30,446

給与・賞与 313,783 315,171 624,067

減価償却費 21,638 21,853 43,621

営業権償却 70,000 70,000 140,000

２．特別利益

関係会社株式売却益 － 千円 28,755 千円 33,654 千円

貸倒引当金戻入額 － 1,481 1,481

営業権譲渡益 30,000 － －

３．特別損失

固定資産除却損 38,259 千円 5,848 千円 25,067 千円

投資有価証券評価損 － 128,324 372,112

会員権評価損 － 780 2,430

鋳造用模型資産評価損 369,758 － 91,452

割増退職金 4,705 － －

有形固定資産売却損 6,280 － －

厚生年金基金脱退に伴う 20,000 － －
一括拠出金
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書についての注記事項）

　 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結（連結）貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,262,996 1,560,233 1,223,056

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △ 104,938 △ 111,000 △ 111,000

1,158,058 1,449,233 1,112,056

（リース取引の注記事項）

　　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額
　　　　　（単位：千円）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
取得価額 減価償却 中間期末 取得価額 減価償却 中間期末 取得価額 減価償却 期末残高

累　計　額   残      高 累　計　額   残      高 累　計　額
相　当　額 相　当　額 相　当　額 相　当　額 相　当　額 相　当　額 相　当　額 相　当　額 相　当　額

　　　　　　　　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末

　　　　　　　　　　　　(期末)残高に占める割合が低いため支払利子込み法により算定しております。

　　②　未経過リース料中間期末（期末）残高相当額
　　　　　（単位：千円）

　　　　　　　　（注） 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が

　　　　　　　　　　　 有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により

　　　　　　　　　　　 算定しております。

　　③支払リース料及び減価償却費相当額

　　　　　（単位：千円）

　　④減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

430,085

203,146

203,146

167,877

262,208

１　年　内 143,076 189,686

１　年　超 206,905 289,954

前中間連結会計期間

101,718

減価償却費相当額 95,858 101,718

合　　　計 349,982

支払リース料 95,858

871,883 498,222

　　　（単位：千円）

当中間連結会計期間末

現金及び現金同等物

前連結会計年度末前中間連結会計期間末

機械装置
及び運搬
具

873,923 582,738 291,184 373,660 925,375 568,512 356,862

有形固定
資産その
他

307,738 248,942 58,795 338,647 232,666 105,981 335,947 262,724 73,223

合　　計 1,181,661 831,681 349,980 1,210,530 730,888 479,641 1,261,322

前連結会計年度

831,236 430,085

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

479,641

当中間連結会計期間
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（セグメント情報）

　　１．事業の種類別セグメント情報

　当中間連結会計期間（自平成15年４月１日　至平成15年9月30日）、前中間連結会計期間（自平成14年４月１日　

至平成14年9月30日）及び前連結会計年度（自平成14年４月１日　至平成15年３月31日）

　鋳造品及び機械加工・組立品の鋳造、仕入、販売事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高

の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも９０％超であるため、事業の種類別セグメント情報

の記載を省略しております。

　　２．所在地別セグメント情報

　当中間連結会計期間（自平成15年４月１日　至平成15年9月30日）、前中間連結会計期間（自平成14年４月１日　

至平成14年9月30日）及び前連結会計年度（自平成14年４月１日　至平成15年３月31日）において、本邦以外の

国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　　３．海外売上高

　当中間連結会計期間（自平成15年４月１日　至平成15年9月30日）、前中間連結会計期間（自平成14年４月１日　

至平成14年9月30日）及び前連結会計年度（自平成14年４月１日　至平成15年３月31日）において、海外売上高

がないため該当事項はありません。
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（生産、受注及び販売の状況）

　　（１）生　産　実　績

　 当中間連結会計期間 　 前中間連結会計期間
 事業の種類別セグメント 　 自　平成15年４月 １日 　 自　平成14年４月 １日 　 自　平成14年4月 １日
　　　　　　の名称 　 至　平成15年9月30日 　 至　平成14年9月30日 　 至　平成15年3月31日

金　額 前年同期比 金　額 前年同期比 金　額 前年同期比
自　動　車　用　等

フ　ラ　タ　リ　ー　サ　ン　ド

　　　（２）受　注　状　況

　 当中間連結会計期間 　 前中間連結会計期間
 事業の種類別セグメント 　 自　平成15年４月 １日 　 自　平成14年４月 １日 　 自　平成14年4月 １日
　　　　　　の名称 　 至　平成15年9月30日 　 至　平成14年9月30日 　 至　平成15年3月31日

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高
自　動　車　用　等

(146.0%) (152.9%) (111.6%) (103.0%) (112.9%) (117.0%)
フ　ラ　タ　リ　ー　サ　ン　ド

(49.6%) - (56.4%) (52.1%) (79.0%) (213.7%)

(145.8%) (152.7%) (111.4%) (102.9%) (112.8%) (117.1%)

　　　（３）販　売　実　績

 　当中間連結会計期間 　 前中間連結会計期間
 事業の種類別セグメント 　 自　平成15年４月 １日  　自　平成14年４月 １日  　自　平成14年4月 １日
　　　　　　の名称  　至　平成15年9月30日 　 至　平成14年9月30日  　至　平成15年3月31日

金　額 前年同期比 金　額 前年同期比 金　額 前年同期比

（注）主な相手先の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　 当中間連結会計期間  　前中間連結会計期間
 　自　平成15年４月 １日 　 自　平成14年４月 １日 　 自　平成14年4月 1日
　 至　平成15年9月30日  　至　平成14年9月30日  　至　平成15年3月31日
金　額 割合 金　額 割合 金　額 割合

13,280,306 77.7% 9,670,007 75.9% 20,458,290 76.7%

4,811,845 27,325,285

12,394

7,359,241

-

13,508,589

（前年同期比）

計 7,359,241

4,717,974

24,975 7,304 50,468

（前年同期比）
　　　　関連部品製造事業

加　工　事　業

64.9%

122.3% 26,385,164 120.1%

54,183 81.1%26,874

18,456,887

148.6%

111.7%

148.5%

18,430,013 122.5%

前連結会計年度
（単位：千円）

26,330,981 120.2%12,401,029

計

9,260

13,533,564 4,819,149 27,375,753 4,727,234

前連結会計年度

19,733,991

（単位：千円）

19,721,597

12,749,843

加　工　事　業

（前年同期比）

　　　　関連部品製造事業

　　　　関連部品製造事業

フ　ラ　タ　リ　ー　サ　ン　ド

自　動　車　用　等

24,066

12,425,096

いすゞ自動車株式会社

98.4%

加　工　事　業

相　手　先

計

（単位：千円）
前連結会計年度

17,080,330 134.2% 107.8% 26,638,405 108.5%12,727,838

45,542 74.4%

17,101,984 134.1% 107.7% 26,683,947 108.4%

22,00521,654

前連結会計年度
（単位：千円）

69.1%
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（有　価　証　券　関　係）

　当中間連結会計期間（平成１５年９月３０日現在）
　　　１．その他有価証券で時価のあるもの

（１）株　式 417,573 990,548 572,975

（２）債　券

　　　　国債・地方債 － － －

　　　　社債 7,000 7,034 34

　　　　　　その他 － － －

（３）その他 － － －

424,573 997,583 573,010

　　　２．時価評価されていない主な有価証券

　　　その他有価証券

　　　　　　店頭売買株式を除く非上場株式 244,512

　　　　　　（うち子会社株式及び関連会社株式） (161,213)

　前中間連結会計期間（平成１４年９月３０日現在）
　　　１．その他有価証券で時価のあるもの

（１）株　式 655,369 649,212 △ 6,156
（２）債　券
　　　　国債・地方債 － － －
　　　　社債 7,000 7,013 13
　　　　　　その他 － － －
（３）その他 － － －

662,369 656,225 △ 6,143

　　　２．時価評価されていない主な有価証券

　　　その他有価証券
　　　　　　店頭売買株式を除く非上場株式 286,706
　　　　　　（うち子会社株式及び関連会社株式） (192,959)

　前連結会計年度（平成１５年３月３１日現在）
　　　１．その他有価証券で時価のあるもの

（１）株　式 414,577 475,542 60,965
（２）債　券
　　　　国債・地方債 － － －
　　　　社債 7,000 7,029 29
　　　　　　その他 － － －
（３）その他 － － －

421,577 482,572 60,994

　　　２．時価評価されていない主な有価証券

　　　その他有価証券
　　　　　　店頭売買株式を除く非上場株式 262,162
　　　　　　（うち子会社株式及び関連会社株式） (175,841)

中間連結貸借対照表計上額

（単位：千円）
取　得　原　価 中間連結貸借対照表計上額 差　　　額

（単位：千円）

（単位：千円）

中間連結貸借対照表計上額 差　　　額

（単位：千円）
取　得　原　価 連結貸借対照表計上額 差　　　額

連結貸借対照表計上額

中間連結貸借対照表計上額

合　　　計

（単位：千円）

合　　　計

（単位：千円）

取　得　原　価

合　　　計
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（デリバティブ取引関係）

 当中間連結会計期間末 (平成１５年９月３０日現在) 、前中間連結会計期間末 (平成１４年９月３０日現在)及び前連結会計年度
（平成１５年３月３１日現在）

全てヘッジ会計が適用されているため、記載対象はありません。
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